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（事業報告）
６.　業務の適正を確保するための体制

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は、当社グループの「経営方針書」を作成し、経営理念、基本方針、行動基準および職務上の倫理等を

定めます。また、企業倫理・法令遵守の体制を明確にするために当社グループの「コンプライアンス・内部統

制方針」を定め、内部統制担当役員を設けます。

　内部統制担当役員は、当社グループの内部統制の推進、リスク管理およびコンプライアンス体制の整備を行

います。取締役および執行役員は、管掌部署の職務執行が法令および定款等に適合するように管理し、また子

会社における職務執行が法令および定款等に適合するよう、グループの役職員に周知徹底を図ります。

　内部監査室は職務執行の状況を監査し、改善指導を行うとともに、代表取締役社長へ報告します。また、必

要に応じ管掌役員、監査役会等に報告します。さらに、子会社に内部監査を実施し、その結果を代表取締役社

長へ報告し、また、必要に応じ管掌役員、監査役会等に報告します。

　なお、コンプライアンス違反等の早期発見・是正を図るために、従業員から通報・相談を受付ける窓口「ほ

っとライン」を設け、社内通報システムを運営します。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　総務部担当取締役は文書管理規程を作成し、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する事項を

定め、文書等を常時閲覧できる体制を整備します。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　「コンプライアンス・内部統制方針」に基づき、責任部署を定め、内部統制の組織体制を構築し、グループ

全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、リスク管理体制を明確化します。また、内部監査室は各部署および

各子会社のリスク管理の状況を監査し、その結果を取締役会へ報告します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制

　取締役会は業務分掌規程および権限規程を定め、各管掌取締役・執行役員の責任を明確にして職務を執行し

ます。また当社グループは年度事業計画および中期経営計画を作成し、全社ならびに事業部門毎の目標を設定

するとともに、各管掌取締役は月１回開催される取締役会において進捗状況ならびに課題および改善策の報告

を行います。

(5) 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　企業倫理・法令遵守の基本姿勢を明確にするために、当社グループの「経営方針書」および当社グループの

「コンプライアンス・内部統制方針」を定め、当社役職員およびグループ各社役職員に周知徹底します。また、

取締役会は関係会社管理規程を定め、グループ各社の業務執行に係る承認・報告・監査・財務について円滑に

連携が取れる体制を整備・確保し、監査役および監査役会は、当社グループの業務全般にわたる内部統制の有

効性を検証します。内部監査室は、グループ各社への内部監査を実施し、内部統制の整備・運用状況を検証し

ます。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役会が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くことを取締役会と協議します。また監査

役の職務を補助する使用人を置いた場合、その任命、評価、異動、懲戒には監査役会の同意を必要とします。

(7) 当社および子会社の取締役および使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体

制、報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　当社グループの取締役および使用人は、当社およびグループ各社へ著しい損害を及ぼす事実が発生または発

生する恐れがあることを知った時ならびに役職員による法令または定款違反の事実を知った時は、監査役会へ

報告します。また、当社グループの取締役および使用人は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告

します。

　当社グループの取締役、執行役員、担当管理職その他の社員は、監査役の要求があった場合は監査役会に出

席し、必要な資料を添えて説明します。
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　社内通報システム「ほっとライン」にて受領した内部通報は、定期的に監査役に報告します。また、内部通

報を行ったことを理由として、解雇その他のいかなる不利益な取り扱いも行いません。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、必要とする場合は弁護士、会計士等の助言を受ける機会を設けることを取締役会へ求めます。ま

た、監査役は取締役会の他、必要に応じて意思決定の過程および業務執行の状況を把握するために必要な会議

へ出席します。

　監査役は、必要に応じて子会社の役職員から業務の状況を聴取します。また、監査役の職務執行について生

じる費用につき監査役から請求があった場合には、職務執行に必要でないと認められた場合を除き、前払いま

たは償還に応じます。

(9) 反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力には毅然として対応し、全役職員が一丸となり組織全体として取り組む意識を共有します。ま

た、反社会的勢力の排除に取り組む体制としては、対応部署として総務部を選定し、警察、弁護士等の外部の

専門機関との情報交換を行うなど、連携強化に向けた社内体制の整備を行います。

７.　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社は、「経営方針書」をはじめ、「コーポレート・ガバナンス方針」「コンプライアンス・内部統制方針」

等を定めて当社グループにおける内部統制の推進とリスク管理の体制を整備しております。

　内部統制担当役員である管理本部管掌取締役は、内部監査室・監査役を含めた会議を開催し、当社グループ

の内部統制、リスク管理およびコンプライアンス上の課題の把握や解決に向けて取り組んでおります。

　内部監査室は、当社の職務執行の状況を監査し、改善指導を行うとともに、グループ各社への内部監査を実

施することにより、内部統制の整備・運用状況を検証しております。

　監査役および監査役会は、当社グループの業務全般にわたる内部統制の有効性を検証し、業務執行状況の報

告を求めてまいりました。また、監査役の職務を補助する使用人を選任し、監査体制の強化を図っております。

　内部通報制度の「ほっとライン」については、従業員への周知を行い適正に運営しております。その通報内

容については、定期的に監査役に報告しております。

　反社会的勢力排除に向けた体制として、特暴連の研修への参加や所轄の警察署との連携を行っております。
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（連結注記表）
Ⅰ.　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　　　　　 25社

主な連結子会社の名称　　　　　　 セントケア千葉株式会社

セントケア神奈川株式会社

セントケア東京株式会社

セントケア九州株式会社

セントケア四国株式会社

なお、当連結会計年度において、セントメディカルサービス株式会社は清算したため、連結の範囲から除外して

おります。

(2) 非連結子会社の名称等　　　　　　 株式会社シーディーアイ

（連結の範囲から除いた理由）

当連結会計年度に設立した株式会社シーディーアイは支配が一時的であるため、連結の範囲から除外し持分法を

適用しております。

２.　持分法の適用に関する事項

持分法適用の非連結子会社及び関連会社数　２社

セント・プラス少額短期保険株式会社

株式会社シーディーアイ

３.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券　　　　　（時価のあるもの）

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

（時価のないもの）

移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品　　　　　　先入先出法（評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

によっております。）

仕掛品及び半成工事　　　個別法（評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によ

っております。）

原材料及び貯蔵品　　　　最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、主な耐用年数については、以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年（社内における利用可能期間）

③　リース資産　　　　　　　　　　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　 定額法
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　 従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に負

担すべき金額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　重要なヘッジ会計の方法

(a) ヘッジ会計の方法　　　　　　特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用して

おります。

(b) ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金の利息

(c) ヘッジ方針　　　　　　　　　借入金に係る金利変動リスクに対して金利スワップにより特例処理の範囲

内においてヘッジを行っております。

(d) ヘッジ有効性評価の方法　　　取引開始時に特例処理に基づく金利スワップ取引であるか評価し、特例処

理に基づくスワップ取引についてのみ取引を行っております。

②　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年又は７年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその

他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。なお、固定資産に係る控除対象外消費税額等は投資その他の資産「その他」に

計上し、５年間で均等償却しております。

(5) のれんの償却方法

のれんの償却については、発生時以降投資効果の持続する期間で均等償却しております。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会

計年度から適用しております。

－ 4 －

連結注記表



Ⅱ.　連結貸借対照表に関する注記

１.　たな卸資産

商品及び製品 5,671千円

仕掛品及び半成工事 1,408千円

原材料及び貯蔵品 41,658千円

２.　有形固定資産の減価償却累計額 3,017,069千円

３.　債権譲渡残高

売掛金 1,009,566千円

４.　固定資産圧縮記帳

　国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 537,104千円

機械装置及び運搬具 2,737千円

工具、器具及び備品 40,762千円

Ⅲ.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,272,162株

２.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議
株式の

種類

配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成28年６月28日

定時株主総会

普通

株式
206,406 28 平成28年３月31日 平成28年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議
株式の

種類

配当金の総

額（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成29年６月27日

定時株主総会

普通

株式
289,524 35 平成29年３月31日 平成29年６月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３.　当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の目的となる株式数

平成21年７月14日開催の取締役会決議による新株予約権 19,000株

平成22年６月24日開催の取締役会決議による新株予約権 13,100株

平成23年６月28日開催の取締役会決議による新株予約権 11,900株

平成24年６月26日開催の取締役会決議による新株予約権 11,400株

平成25年６月26日開催の取締役会決議による新株予約権 7,000株

平成26年６月26日開催の取締役会決議による新株予約権 7,200株

平成27年６月25日開催の取締役会決議による新株予約権 9,400株

平成28年６月28日開催の取締役会決議による新株予約権 10,500株
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Ⅳ.　金融商品に関する注記

１.　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に介護サービス事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を

調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりま

せん。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、大部分が介護保険制度等に基づく債権であり、相手先が保険者（市町村及び特別

区）であるため、信用リスクは僅少であります。一方で個人負担額については、顧客の信用リスクに晒されて

おります。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、投資先の業績の変動リス

クに晒されております。

　差入保証金については、主に事業所の賃貸に係る保証金であり、信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　長期借入金については、主に運転資金を目的としております。これらの債務についての償還日は決算日後最

長で５年であります。

　リース債務については、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としております。

　デリバティブ取引は借入金利をヘッジする目的で金利スワップ取引を行っております。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方法等については、前述の「会計方針に関

する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループの主要な営業債権、貸付金及び差入保証金について、財務・経理部において、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

同様の管理を行っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、各部署からの報告に基づき、財務・経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新すること

により、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２.　金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金及び預金 4,154,364 4,154,364 －

(2)売掛金 4,918,914

貸倒引当金（※1） △5,800

4,913,114 4,913,114 －

(3)差入保証金 1,023,633 1,112,275 88,642

資産計 10,091,112 10,179,755 88,642

(1)買掛金 433,753 433,753 －

(2)未払金 2,280,776 2,280,776 －

(3)未払法人税等 286,833 286,833 －

(4)長期借入金（※2） 2,302,539 2,301,233 △1,305

(5)リース債務（※3） 4,041,860 5,780,238 1,738,378

負債計 9,345,763 11,082,836 1,737,073

（※1）売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

（※2）１年内返済予定の長期借入金を含めております。

（※3）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1)現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2)売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、時価は連結決算日における連結貸借

対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額によっております。

(3)差入保証金

　差入保証金の時価については、受取見込額について信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。

負　債

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

　これらについてはすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)長期借入金、(5)リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

ており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的

に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 89,266

関連会社株式 309,953

差入保証金 1,050,193

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「２．金融商品

の時価等に関する事項」には含めておりません。
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Ⅴ.　１株当たり情報に関する注記

１.　１株当たり純資産額 1,085円53銭

２.　１株当たり当期純利益金額 142円07銭

Ⅵ.　重要な後発事象に関する注記

１．株式会社シーディーアイへの共同出資

当社は、平成29年４月14日開催の取締役会において、当社の持分法適用非連結子会社である株式会社シーディーア

イに対して株式会社産業革新機構その他の法人とともに共同出資することを決議いたしました。

（１）共同出資の目的

ＡＩを利用した自立促進・重度化予防に繋がるケアプランを提供することで、要介護者の自立支援に貢献す

ることを目指すものであります。

（２）共同出資会社の概要

①商号　株式会社シーディーアイ

②代表者　岡本 茂雄

③本店所在地　東京都中央区日本橋二丁目16番２号

④設立年月日　平成29年３月21日

⑤共同出資払込日　平成29年４月18日

⑥資本金及び資本準備金　資本金 635,000千円、資本準備金 635,000千円

⑦事業内容　ＡＩによるケアプランの開発、提供

⑧当社出資額　400,000千円（共同出資前270,000千円）

⑨当社出資比率　31.5％（共同出資前100.0％）

２．株式会社ミレニアの株式取得

当社は、平成29年４月14日開催の取締役会において、株式会社ミレニアの全株式を取得し、同社を子会社化するこ

とについて決議いたしました。

（１）株式取得の目的　東京都における訪問看護事業の強化を主な目的として子会社化するものであります。

（２）株式取得の相手先　垂井 博美

（３）被取得企業の概要

①商号　株式会社ミレニア

②事業内容　訪問看護事業、簡易認知機能確認ツール(あたまの健康チェック)事業

③資本金の額　10,000千円

（４）株式取得の時期　平成29年６月１日

（５）取得した株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①株式取得数　200株

②取得価額　13,000千円

③取得後の持分比率　100.0％

（６）主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等（概算額）　1,800千円
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Ⅶ.　その他の注記

１.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

（流動資産）

繰延税金資産

貸倒引当金 10,038千円

未払費用 26,325千円

未払事業所税 2,664千円

未払事業税 20,635千円

賞与引当金 244,745千円

繰越欠損金 20,425千円

その他 6,464千円

繰延税金資産小計 331,300千円

評価性引当額 △844千円

繰延税金資産計 330,455千円

（固定資産）

繰延税金資産

退職給付に係る負債 296,813千円

減価償却費 10,922千円

減損損失 41,748千円

繰越欠損金 127,364千円

資産除去債務 19,290千円

保証金償却超過額 24,244千円

その他 94,865千円

繰延税金資産小計 615,248千円

評価性引当額 △320,905千円

繰延税金資産計 294,343千円

繰延税金負債

資産除去債務資産 △12,193千円

繰延税金負債計 △12,193千円

繰延税金資産の純額 282,150千円

２.　リースにより使用する固定資産に関する注記

ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

・有形固定資産

主として、介護サービス事業における建物であります。

・無形固定資産

主として、本社におけるソフトウェア及びライセンス等であります。

②リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（個別注記表）
Ⅰ.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１.　資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　 移動平均法による原価法

その他有価証券　　　　　　　 （時価のあるもの）

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

（時価のないもの）

移動平均法による原価法

２.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、主な耐用年数については以下のとおりであります。

自社利用のソフトウェア ５年（社内における利用可能期間）

(3) リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 長期前払費用　　　　　　　　　　定額法

３.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべ

き金額を計上しております。

(3) 退職給付引当金　　　　　　　　　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

見込額に基づいた退職給付債務の額を計上しております。なお、退職給付債

務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（７年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（７年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。
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４.　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引（貸

主側）に係る収益計上基準

売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

(2) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　　　　　　　 特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用してお

ります。

② ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　 ヘッジ手段：金利スワップ取引

ヘッジ対象：借入金の利息

③ ヘッジ方針　　　　　　　　　　 借入金に係る金利変動リスクに対して金利スワップにより特例処理の範囲内

においてヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法　　　　 取引開始時に特例処理に基づく金利スワップ取引であるか評価し、特例処理

に基づくスワップ取引についてのみ取引を行っております。

(3) 退職給付に係る会計処理　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異な

っております。

(4) 消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年

度から適用しております。

Ⅱ.　貸借対照表に関する注記

１.　有形固定資産の減価償却累計額 350,567千円

２.　関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 370,751千円

Ⅲ.　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業総収入 2,534,566千円

販売費及び一般管理費 115,550千円

営業取引以外の取引による取引高 159,607千円

Ⅳ.　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 34株
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Ⅴ.　税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別の内訳

（流動資産）

繰延税金資産

貸倒引当金 2,992千円

未払費用 410千円

未払事業所税 766千円

賞与引当金 2,788千円

その他 973千円

繰延税金資産計 7,931千円

（固定資産）

繰延税金資産

退職給付引当金 120,170千円

関係会社株式評価損 217,074千円

会社分割により取得した関係会社株式 11,554千円

減価償却費 9,211千円

減損損失 2,945千円

新株予約権 23,160千円

資産除去債務 12,895千円

保証金償却超過額 2,182千円

その他 3,405千円

繰延税金資産小計 402,599千円

評価性引当額 △273,256千円

繰延税金資産計 129,343千円

繰延税金負債

資産除去債務資産 △8,802千円

繰延税金負債計 △8,802千円

繰延税金資産の純額 120,540千円
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Ⅵ.　関連当事者との取引に関する注記

種類 会社等の名称

議決権等の

所有（被所

有）割合

関連当事者と

の関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 セントケア東北

株式会社

所有

直接100%

経営指導 経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

72,681千円

101,198千円

関係会社未

収入金

113,590千円

子会社 セントケア千葉

株式会社

所有

直接100%

経営指導

役員の兼任

経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

296,895千円

87,550千円

関係会社未

払金

94,476千円

子会社 セントケア東京

株式会社

所有

直接100%

経営指導

役員の兼任

不動産の賃貸

経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

252,715千円

361,382千円

関係会社未

払金

470,753千円

不動産の賃貸

（注３）

6,007千円 リース投資

資産

153,830千円

子会社 セントケア神奈

川株式会社

所有

直接100%

経営指導

役員の兼任

経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

265,802千円

53,781千円

関係会社未

払金

1,433千円

子会社 セントケア四国

株式会社

所有

直接100%

経営指導

役員の兼任

経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

118,954千円

121,003千円

関係会社未

払金

151,892千円

子会社 セントケア九州

株式会社

所有

直接100%

経営指導 経営指導料の受取

（注１）

経費等の立替・債権

回収事務手続等

（注２）

122,902千円

117,862千円

関係会社未

収入金

132,780千円

（注）１.　 経営指導料については、対価としての妥当性を勘案し、協議の上決定しております。

２.　 経費等の立替・債権回収事務手続等の取引金額については、期中平均残高によっております。なお、当取引

に係る金利については市場金利を勘案し、協議の上決定しております。

３.　 不動産の賃料については、近隣の取引実勢を勘案し、協議の上決定しております。

４.　 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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Ⅶ.　１株当たり情報に関する注記

１.　１株当たり純資産額 915円40銭

２.　１株当たり当期純利益金額 115円43銭

Ⅷ.　重要な後発事象に関する注記

１．株式会社シーディーアイへの共同出資

当社は、平成29年４月14日開催の取締役会において、当社の持分法適用非連結子会社である株式会社シーディーア

イに対して株式会社産業革新機構その他の法人とともに共同出資することを決議いたしました。

なお、詳細については、連結注記表の「Ⅵ.重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりであります。

２．株式会社ミレニアの株式取得

当社は、平成29年４月14日開催の取締役会において、株式会社ミレニアの全株式を取得し、同社を子会社化するこ

とについて決議いたしました。

なお、詳細については、連結注記表の「Ⅵ.重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりであります。

Ⅸ.　その他の注記

　該当事項はありません。
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